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Ⅰ．はじめに                                  

 

 急速な少子化の進行を踏まえ、次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、成長する環境の整

備を図るため、国、地方公共団体、事業主など社会全体が取り組んでいくことを目的として、平

成１５年７月に「次世代育成支援対策推進法」が成立しました。同法では事業主として国及び地

方公共団体を「特定事業主」と位置づけ、職員の子育て支援に関する行動計画を策定するよう求

めています。 

これを受け、本市でも平成１８年４月に「特定事業主行動計画」、平成２２年４月に「特定事業

主行動計画（第２期）」を策定し、同法に規定する「特定事業主」として、９年間、職員の仕事と

子育ての両立に向けた環境づくりを進めてきました。 

しかし、全国的に見ても少子化の流れが変わり、子どもが健やかに生まれ、成長する社会が実

現したとは言えず、また、本市としても特に男性職員の育児休業取得促進などの取組が十分な成

果を上げている状況にはありません。 

 このような状況の中で、同法の有効期限が１０年延長され、令和７年３月３１日までになった

ことを受け、本市でも平成２７年４月から令和２年３月までの５年間を計画期間とする新たな

「特定事業主行動計画（第３期）」を策定しました。この度、第３期の計画期間が満了したことか

ら、これまでの取組状況の点検・評価をするとともに、社会情勢の変化や国の制度改正等を踏ま

えた見直しを行ったうえで、「特定事業主行動計画（第４期）」を策定しました。 

 男性職員も女性職員も、また、子どもがいる人もいない人も、職員一人ひとりが本計画の内容

を自分自身に関わることと捉え、身近な職場単位でお互い助け合い支え合いながら、計画を推進

いただくようお願いします。 

 

 

令和２年４月 

 

大館市長 

大館市議会議長 

大館市選挙管理委員会 

大館市代表監査委員 

大館市農業委員会 

大館市消防長 

大館市水道事業等 

大館市病院事業管理者 

大館市教育委員会 
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Ⅱ．計画期間                                  

 

  令和２年４月１日から令和７年３月３１日までの５年間を計画期間とします。 

 

 

Ⅲ．計画の対象                                 

 

  次の職員を対象者とします。 

本計画の具体的な取組は、主に任期の定めのない常勤職員の制度によるもので、他の職員は

休暇等について制度が異なるため、それぞれの制度の範囲内において、任期の定めのない常勤

職員の例によって、実態に合わせた運用とするものとします。 

・任期の定めのない常勤職員 

・任期付職員及び再任用職員 

・臨時的任用職員及び会計年度任用職員 

 

 

Ⅳ．計画の実施主体                               

 

本計画における取組の主体として、下記のように区分します。 

   ・人事管理部門   「人事などの管理部門当局」 

   ・所属の管理監督者 「それぞれの所属の管理監督者（課長、支所長、室長など）」 

   ・対象職員     「子育て中の職員（育児休業や出産休暇中の職員、自分や配偶者に

出産の予定がある職員を含む。）」 

   ・周囲の職員    「対象職員の周囲の職員」 

   ・全職員      「全ての職員」 

 

 

Ⅴ．計画の推進体制                               

 

   次世代育成支援対策を効果的に推進するため、休暇制度を所管する人事担当課を中心とし

て、各種制度の見直しや拡充などの検討を行うとともに、計画の実施状況の把握や見直し等

を行います。 
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Ⅵ．具体的な取組内容                              

    

仕事と子育ての両立を支援する職場環境づくりなど次に掲げる取組を推進し、目標達成に努め

ます。 

※ 特定事業主行動計画（第３期）から継続している取組については、【継続】と表示し、本計画

から新たに取り組むものについては、【新規】と表示しています。 

 

 

１ 職員の勤務環境に関するもの 

 

 （１）各種制度の周知と意識の啓発 

 取組内容 実施主体 

① 

 母性保護、育児休業、休暇、超過勤務の制限などをまとめた「子

育て支援ハンドブック」により各種制度の周知徹底を図ります。 

【継続】 

人事管理部門 

② 

 所属の職員に的確なアドバイスができるよう、各種制度の理解を

深め、対象職員が制度を利用しやすいような職場の雰囲気づくりに

努めます。【継続】 

所属の管理監督者

 

 

 （２）妊娠中及び出産後における配慮  

 取組内容 実施主体 

① 

母性保護及び母性健康管理の観点から設けられている特別休暇制

度及び出産費用の給付等の経済的な支援措置について周知を図ると

ともに、制度の活用について助言します。【継続】 

人事管理部門 

② 
 妊娠中の職員の健康や安全のために、業務分担の見直しや、時間

外勤務について十分配慮します。【継続】 
所属の管理監督者

③ 

 対象職員は母親・父親になるとわかったら、速やかに所属の管理

監督者に申し出るようにし、出産・育児に関わる休暇等の諸制度の

活用や勤務状況について適切な配慮が受けられるようにします。 

【継続】 

対象職員 

④ 
 対象職員が仕事と出産・子育てとの両立ができるよう、職場全体

でサポートします。【継続】 
周囲の職員 

⑤ 
 子育て経験のある職員は、積極的に子育てに関する相談役を務め

るものとします。【継続】 
全職員 
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 （３）子どもの出生時における父親の休暇取得の促進 

  取組内容 実施主体 

① 
 配偶者出産休暇（２日）、妻の産後等の期間中の育児参加休暇（５

日）及び育児休業等の取得を推進します。【継続】 
人事管理部門 

② 

 所属職員の状況を把握し、対象職員の休暇予定を確認するほか、

安心して休暇が取得できるような職場のサポート体制づくりに努め

ます。【継続】 

所属の管理監督者

③ 
 出産予定日を予め所属の管理監督者及び周囲の職員に伝え、必要

時に必ず取得できるようにします。【継続】 
対象職員 

④  対象職員が休暇を取得しやすい雰囲気づくりに努めます。【継続】 周囲の職員 

 

【目 標】：令和６年度までに、「配偶者出産休暇」の取得率を９０％、「配偶者の出産に係る

子の養育休暇」の取得率を５０％とする。 

 

 

 （４）子どもを含む家族の看護を行う等のための特別休暇の取得の促進  

 取組内容 実施主体 

① 

 「家族の看護休暇（年６日）」（家族が２人以上の場合は年１０日）

について周知し、急な看護休暇の取得が安心してできるよう協力体

制の構築に努めます。【継続】 

人事管理部門 

所属の管理監督者

周囲の職員 

② 
 日頃から周囲の職員と、急な看護休暇の取得ができるための協力

体制の構築を心がけます。【継続】 
対象職員 

 

 

 

 （５）育児休業等を取得しやすい環境の整備等 

 取組内容 実施主体 

① 

育児休業、育児短時間勤務又は部分休業の周知と取得の促進 

ア 育児休業等の取得手続や休業期間中の経済的な支援措置につい

て周知します。また、妊娠を申し出た職員に対し、個別に育児休

業等の制度・手続について説明します。【継続】 

人事管理部門 

イ 男性も育児休業等を取得できることについて周知するなど、男 

 性の育児休業等の取得の促進に努めます。【継続】 
人事管理部門 

ウ 対象職員に対し、育児休業制度の積極的な取得を働きかけます。 

【継続】 
所属の管理監督者

エ 速やかに出産予定日を所属の管理監督職員及び周囲の職員に伝 

え、積極的に育児休業制度を活用します。【継続】 
対象職員 
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② 

育児休業、育児短時間勤務又は部分休業を取得しやすい雰囲気の醸成 

ア 育児休業の取得に支障がでないように、会計年度任用職員の雇

用による代替職員を確保して、職員が安心して育児休業を取得で

きるようにします。【継続】 

人事管理部門 

イ 育児休業及び部分休業に対する職場の意識改革を進め、育児休

業を取得しやすい雰囲気を醸成します。また、育児休業の取得の

申し出があった場合は、事前に業務分担の見直しを検討するなど、

職員が安心して休業できる環境づくりに努めます。【継続】 

所属の管理監督者

③ 

育児休業をした職員の円滑な職場復帰の支援 

ア 育児休業をした職員に対して、本人の希望に合わせた電子メー

ル等により職場に関する情報提供や育児の状況について相互の連

絡を取り合うように努めます。【継続】 

所属の管理監督者

周囲の職員 

イ 育児休業取得中は、子育ての合間を利用して、職場からの情報 

を参考に、広報誌やホームページを見たりするなど、休業中から 

業務遂行能力を維持するよう努めます。【継続】 

対象職員 

ウ 育児休業から復帰する職員の勤務体制について、予め育児短時 

間勤務、部分休業の取得等についての案内や助言を行い、希望を 

把握した上で必要な手続きを行います。【継続】 

人事管理部門 

エ 育児休業から復帰する職員は、業務に慣れるのに時間がかかる 

上、子どもの急な発熱等にも対応しなければならないなど、仕事 

と子育ての両立のための大切な時期であるため、業務分担の見直

しなど、復帰時のケアに積極的に協力します。【継続】 

所属の管理監督者

周囲の職員 

④ 

その他 

 早出・遅出勤務又は時差出勤を行っている職場においては、保育

園送迎等を行う職員に配慮します。【継続】 
所属の管理監督者

 

【目 標】：令和６年度までに、育児休業等の取得率を男性職員は１６％とし、女性職員は 

１００％を維持していく。 

 

 

 （６）時間外勤務の削減 

 取組内容 実施主体 

① 

 仕事と家庭の両立を支援するため、小学校就学前の子どものいる

職員に対する深夜勤務、時間外勤務の制限について周知徹底を図り

ます。【継続】 

人事管理部門 

② 
上限時間を超えて時間外勤務を命じた場合には、職員の健康状態、

職場環境、今後の見通しなどの分析を行います。【新規】 
所属の管理監督者
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③ 
所属ごとの時間外勤務の状況及び時間外勤務の多い職員の状況を

把握して所属長に報告し、注意を喚起します。【継続】 
人事管理部門 

④ 
 毎週水曜日及び毎月第３金曜日を「ノー残業デー」として、定時

退庁を推進します。【継続】 
人事管理部門 

⑤ 
 「ノー残業デー」には、特別の事情がない限り職員に時間外勤務

命令を命じないようにします。【継続】 
所属の管理監督者

⑥ 

 職員の適切な勤務時間管理を行うとともに、業務分担の見直しや

担当を超えた応援体制をとるなど特定の職員や組織に業務量が偏ら

ないように努めます。【継続】 

所属の管理監督者

⑦ 

 子育て中の職員だけでなく、他の職員も定時退庁しやすい雰囲気

づくりを行うとともに、管理監督者による定時退庁の率先垂範を行

います。【継続】 

所属の管理監督者

⑧ 

 時間外勤務が恒常的に多い職員に対して、産業医による面接指導

を実施するなど過重労働による健康被害を発生させないよう健康面

への配慮を充実させます。【新規】 

人事管理部門 

⑨ 

 業務の簡素・合理化を図り、率先的な業務遂行に努めます。また、

日頃の業務において時間外勤務削減を常に意識し、自らの健康管理

を怠らないように心がけます。【継続】 

全職員 

 

【目 標】：他律的業務の比重が高い職場を除き、職員の１箇月の時間外勤務の時間数を４５

時間以内とし、１年間の時間外勤務の時間数を３６０時間以内とする。 

 

 

 

 （７）休暇の取得の促進 

 取組内容 実施主体 

① 

 所属の業務計画を策定・周知することにより、職員の計画的な年

次有給休暇の取得、連続取得を奨励するとともに、自らも積極的に

取得します。【継続】 

所属の管理監督者

② 
 安心して職員が年有給休暇の取得ができるよう、事務処理におい

て相互応援ができる体制を整備します。【継続】 
所属の管理監督者

③ 
他の職員が休暇を取得した場合でも業務に支障が出ないような体

制づくりに積極的に協力します。【継続】 
全職員 

④ 

 職員が少なくても月１日程度は年次休暇を取得するよう声掛けす

るとともに、必要なときに気兼ねなく取得できるような職場の雰囲

気を醸成することに努めます。【継続】 

所属の管理監督者

全職員 
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【目 標】：令和６年度までに、年次休暇の平均取得日数を１２日以上とし、１日単位での 

取得日数を５日以上とする。 

 

 

（８）その他の取組 

 取組内容 実施主体 

① 

 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進に資する

よう効率的な業務運営や、良好な職場環境づくりのための行動が、

人事評価において適切に評価される仕組みの検討を行います。 

【新規】 

人事管理部門 

② 
 在宅勤務やテレワークなど、仕事と子育ての両立しやすい働き方

について、先進事例を参考に研究を行っていきます。【新規】 
人事管理部門 

③ 

子育てや家事は女性の仕事というような固定的な役割分担意識を

是正し、男女が共に働きやすい職場づくりを進めるため、職員の男

女共同参画意識の醸成に一層努めます。【新規】 

人事管理部門 

 

 

 

２ その他の次世代育成支援対策に関する事項 

 

 （１）子ども・子育てに関する地域貢献活動 

 取組内容 実施主体 

① 

 子どもたちに体験を通じた学習機会を提供するため、市が主催・

共催する行事等に、子どもが参加できるプログラムを盛り込むこと

を推進します。【継続】 

所属の管理監督者

② 
 スポーツや文化活動など、子育てに関する地域活動の機会を捉え

て積極的に参加します。【継続】 
全職員 

③ 

 子どもを安全な環境で安心して育てることができるよう、地域住

民等の自主的な防犯活動や少年非行防止、立ち直り支援の活動等へ

の積極的な参加を推進します。【継続】 

所属の管理監督者

全職員 

 


